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取り組む社会課題

マイクロプラスチックは 
残留性有機汚染物質を 
吸着し生物濃縮へ

持続可能水循環問題 マイクロプラスチック問題地球温暖化問題

マイクロプラスチックは 
潮目に集積し稚魚幼魚の 
成長阻害・致死へ

「微細藻類培養技術」によって、国際的な環境問題の解決を目指す

9割は陸上から海へ流出 
既存の水処理施設で除去できず

過去20年間の経済損失は300兆円以上 安全な水資源にアクセスできない人類は70% 母乳からも検出。既存の施設で除去できず
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資源・エネルギー転換

当社ソリューションと達成したい将来像
微細藻類培養技術で達成する炭素循環と水転換

＜当社ソリューション＞ 
微細藻類培養技術 

複合藻類叢+バイオリアクター 
＋クラウドモニタリング

大気中の二酸化炭素 生活排水・産業排水

浄化水 > 再利用水

家庭・工場・事業所

回収藻類バイオ炭

CO2固定(農地貯留)

ブラックペレット

石炭火力発電所

エネルギー

ウォーターニュートラル達成
カーボンニュートラル寄与

マイクロプラスチック除去

水循環

肥料・飼料等

炭素循環

微細藻類の持つ能力を最大限生かして、炭素循環と水循環を同時に可能とし、地球温暖化防止とマイクロプラスチックフリーな　
水の提供という２つの課題を解決する

4



コア技術（炭素循環）  
人工赤潮炭素回収技術（Artificial Algal Bloom Capture技術）とは
• 人工的に藻類を高速に大繁殖させ二酸化炭素固定を極大化　
する二酸化炭素回収技術(Artificial Algal Bloom 
Capture: AABC技術)を本プロジェクトで開発。 
• これまでの単一藻類利用手法と異なり、複合藻類叢の利用
で安定的に様々な環境・状態の淡水・海水を利用可能。 
• 閉鎖式装置を用いることで、環境への影響を最小化可能。
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- Algal Bloomとは微細藻類が大量発生し水面付近が変色する現象。淡水域
では藍藻などによるアオコ、海水域では珪藻などによる赤潮として知られ
る。 

- 長年赤潮発生のモニタリング・メタゲノム・分子メカニズム解析を実施し、
どの様な状況で発生するか知悉。これらの知見により、人工環境でAlgal 
Bloomが再現可能となった。

種類 CO2吸収量 
（t-CO2/ha/年）

AABC技術 
（閉鎖型） 10,000

マングローブ 68.5

コンブ 10.3

スギ 
（36-40年生） 8.8

出典：ユーグレナ社資料（2014年）、土木学会論文集vol.875, No.1, 1̶20(2019)、林野庁HP等、より

マングローブの約150倍 
コンブ、スギの約1000倍



コア技術（水循環）  
MP除去技術とは
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•微細藻類によって水中からマイクロプラスチックを回収する新規技術。 
•アンモニア態窒素・硝酸態窒素、有機リン、重金属の除去による水質浄化も同時に行う。 
•光、温度とミネラル等を含む水があれば、どこでも設置可能、かつ曝気槽よりも低コスト。 

種類 ランニングコスト
円/m2/年

微細藻類槽 4,000

曝気槽 19,500



浄化水

複合藻類培養槽：AABC技術
CO2固定

＆
MP除去

資源転換
（肥料、飼料、
バイオ炭など）回収藻類MP

重金属

窒素

リン酸 ＆
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藻類粘質物によるMP除去
90%以上MP除去

微細藻類の光合成による
二酸化炭素固定

1t-CO2固定/㎡/年
（陸上植物の10倍以上）

藻類

MP
粘質物

マイクロ
プラスチック

CO2固定 MP除去

藻類増殖による水質浄化
750t水処理/㎡/年

リン酸

窒素 重金
属

水浄化

回収藻類の資源転換
(バイオ炭、肥料、飼料)

資源転換

コア技術　藻類-脱炭素-水浄化技術
複合藻類培養槽に被処理水を通すことで二酸化炭素固定&水浄化が同時に可能

ドラム式フィルタと濾布利用
で安価な水濾過&藻類回収

水浄化
＆

被処理水



コア技術　導入モデル
•曝気層を微細藻類浄化槽に置き換え。省エネ/低コスト化で、CO2吸収及びMP除去等を同時に実行可能 
• 水処理理システム、藻類回収から資源化の工程については、コンソーシアムメンバーで共同開発

CO2未処理水
(MP、金属、
窒素、リン酸)

微細藻類浄化槽

曝気槽

微細藻類浄化槽

バイオ炭
（クレジット化）

肥料

飼料

コンソーシアム

CO2を吸収した藻類を
地中に固定、又は

肥料・飼料として循環させる

共同開発

藻類

浄水
（MPフリー）

• CO2を吸収とマイクロプ
ラスチック（MP）、金
属、窒素、リン酸等の除
去を同時に行う微細類浄
化槽を開発。
•水処理システム全体はコ
ンソーシアムで開発 曝気槽を微細藻類に置き換えることで

既存の水処理施設に設置可能

省エネ/低コスト

コンソーシアム
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共同開発

水処理施設



導入対象とメリットなど
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分野 目的 メリット 課題

陸上養殖 MP除去 MPフリーでクリーンな商品の提供 無し
繊維・プラスチック 
食品・飲料 
製造業

MP除去 
CO2削減

MPフリーでクリーンな商品の提供 
カーボンニュートラル/炭素税回避

回収藻類の資源化 
/クレジット化

その他製造業 CO2削減 カーボンニュートラル/炭素税回避

クリーニング工場 MP除去 
CO2削減

SDGs対応 
カーボンニュートラル/炭素税回避

発電所 
（化石燃料） CO2削減 カーボンニュートラル/炭素税回避

上下水処理施設
水処理コスト低減 
（曝気槽代替） 

CO2吸収によるクレジット化
クレジット化による運営費補填

• MP除去が消費者アピールになる分野やCO2排出量の多い分野でメリットあり。 
• 上下水処理施設は大量の水を処理する際に藻類を利用した大規模CO2吸収のメリットあり。



市場規模と目標
•市場規模は、2050年には日本で1.8兆円、世界で54兆円の見込み（二酸化炭素回収・貯留(CCS)市場）。 
•2035年に日本市場の25％（4,500億円）、2050年に世界市場の5%（1.35兆円）のCO2固定に貢献する。
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36-72億t/年 36-72兆円/年 
平均54兆円

出典：経済産業省　CCS長期ロードマップ検討会 中間とりまとめ（案） 参考資料（2022年5月）、等より

世界

CCSとして固定すべき 
CO2量/年 

（2050年目標）

炭素税換算額 
（1t-CO2＝1万円 ）

当社の目標

2050 年2035年

市場規模

1.2-2.4億t/年 
（平均1.8億t）

1.2-2.4兆円/年 
平均1.8兆円日本

世界のCO2固定の 
5%（2.7億t） 
で弊社技術が利用 
（1兆3,500億円)日本のCO2固定の 

25%(4,500万t） 
で弊社技術が利用 
（4,500億円）



工場、下水処理場をメインターゲットに微細藻類槽の導入を図る

微細藻類槽
導入事業モデル

ファクト
代替すべき水処理技術市場

導入シナリオ
安価な代替技術として導入

貢献
2050年に固定すべき炭素量は

1.8億トン
(経産省資料より）

工場・事業所モデル 日本の工場：約18万箇所
この水処理設備を置換可

25%（45,000箇所）の工場
に小型(50㎡)の
微細藻類槽設置
（225ha) 

2,250万t-CO2固定/年

下水処理場モデル 日本の下水処理施設：2129箇所
曝気槽を置換可

450箇所に0.5haの
微細藻類槽設置（225ha)
低コスト曝気槽代替として

導入
2,250万t-CO2固定/年

導入モデル

CO2固定コストは、LED・ポンプ・回収濾過の電気代で現行¥4000/1t-CO2固定、技術開発で大幅削減して¥1000/1t-CO2固定/年（<想定炭素税）
炭化エネルギーコストは、初期燃焼エネルギーがメインで連続燃焼で低エネルギーであるがさらに改良を目指す。

合計4,500万t-CO2固定/年

14

225ha＝東京ドーム50個分



資源・エネルギー転換

ビジネスモデル
技術ライセンスとクラウドモニタリングサービスの提供により売上を獲得

ユーザー 
複合藻類叢の提供 
培養技術のライセンス

大気中の二酸化炭素 生活排水・産業排水

浄化水 > 再利用水

家庭・工場・事業所

回収藻類バイオ炭

CO2固定(農地貯留)

ブラックペレット

石炭火力発電所

エネルギー

現行：1t-CO2/㎡/年

ウォーターニュートラル達成カーボンニュートラル寄与
マイクロプラスチック除去

水循環

肥料・飼料等

炭素循環

1000kg-CO2固定/㎡/年

水処理状況の 
クラウドモニタリング 

CO2吸収状況の 
クラウドモニタリング 

製造技術のライセンス
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知財戦略
コア技術は特許出願済み

• 広範な基本特許”水中からマイクロプラ
スチックを回収する方法及びシステ
ム”を取得、珪藻・緑藻・藍藻など広範
な藻類を抑える 

• 優先権主張出願で、ビジネスモデルに必
要な水質浄化、CO2固定、炭化ペレッ
ト、遠隔メンテナンスシステムの特許を
出願 

• ビジネスモデル特許も出願 
• MP除去性能向上の応用特許+派生特許
も出願 

• PCT出願でグローバルへ

基本特許: MP除去 
特許6955292号 (2021/10公知)

優先権主張出願: MP除去+水質浄化 
特願2021-161747

優先権主張出願: MP除去+CO2固定 
特願2021-161748

優先権主張出願: MP除去+炭化 
特願2021-161749

優先権主張出願: MP除去+システム 
PCT/JP2021/036330, JP自己

PCT出願: MP除去+水質浄化+CO2
固定+炭化, PCT/JP2021/036331

PCT出願: MP除去 
PCT/JP2021/036330, JP自己

応用特許 - 高機能MP除去 
特願2021-175090

高機能MP除去+水質浄化 
特願2021-175091

高機能MP除去+CO2固定 
特願2021-175092

高機能MP除去+炭化 
特願2021-175093

高機能MP除去+システム 
特願2021-175094

ビジネスモデル特許 
特願2022-043138
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藻類-脱炭素-水浄化コンソーシアムのご紹介 

・PM・副PM・事務局長 
・各構成員PI

コンソーシアム

運営委員会

・先端科学共創基盤機構 前川直和 
・笹川平和財団 角南篤 
・他

外部評価委員

Marine Open Innovation機構

長浜バイオ大学
小倉・田端 他：藻類ブルーム維持技術 

炭素固定・水浄化
水産研究・教育機構
長井・小林 他：藻類ブルーム発生技術

藻類ブルーム育種

・副PM 五條堀 (MaOI) 
・事務局長 長井 (水産研究教育機構)

幹事

再 

委 

託

藻類培養技術
ノベルジェン

プラ・フィルム
グンゼ

水処理・膜・フィルター
旭有機材・ドリコ・マツケン・モレスコ

バイオリアクター
Yasuda・VAN aqua teal・大塚実業

設計・エンジニアリング
清水建設・リテックフロー

資源転換
関西産業・サステナイナブルエネルギー開発

商社・マーケティング
商船三井・丸紅

培養モニタリング・AI制御
NTT・ヒューマノーム研究所

VC・コンサルタント・銀行
リバネス・滋賀銀行・クニエ

・内田鮫島法律事務所 
・伊藤特許事務所 
・Beyond Next Ventures

リーガル・知財・事業化アドバイザリー

バリューチェーン・サプライチェーンの流れ

プロジェクトマネージャー(PM) 
小倉 (ノベルジェン)

関西学院大学
松田：藻類ゲノム編集
琉球大学
國田・瀬名波：設計・培養制御

立命館大学
小田・中野：LCA・ELSI

理化学研究所
森田：複合藻類叢育種

五條堀・齋藤 他：藻類ブルーム解析 
形成機構解明

学術機関 民間企業
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